
研究概要、研究成果等
再生可能エネルギー導入に伴って対立が発生する背景の1つには、地域社会において生命、財産や
生業へのリスクを巡ってステークホルダーが利害調整を求めるケースがある。一方で、自らの主張
を声高に掲げる一部の団体が全国的なネットワークを組織し、SNS等によりファクトとフェイクの
境界領域を創出してサイレントマジョリティを巻き込み反対活動を展開するケースがあり、世論形
成に影響が発生し得る。本研究は、全国と地域、サイバー空間と現実空間にて重層的(マルチレベ
ル)な合意形成方法を明らかにする。現時点での主な成果は以下のとおりである。
 構築した事例データベースの分析からは、メガソーラーについては地元住民が反対組織を形成

しているとみられるものが多く、地元住民が生命財産、地域社会の危機だと認識しての動きで
ある一方で、ネット世論が現実の世論にある程度の影響を及ぼしている可能性がある。

 全国の立地地域住民への質問紙調査結果からは、合意形成プロセスにおいて、すべての住民を
一律の「参加者」と見なすのではなく、関与意欲の段階や傾向に応じた柔軟な設計が求められ
る(つまり一般論・各論ともに関与意向の高い活動的参加層(19.9%)とサイレントマジョリティ
[一般論としては関与機会があるべきと考えるが各論では関与意向の低い観察層(23.2%)、及び
一般論としても各論としても関与意向のない無関心層(46.4%)]に留意する必要性がある、表)。

 各地の事例調査からは、北海道事例では、風力発電事業で現地駐在を行ってきた事業者と地元
行政がうまく連携しながら町の施策と地域振興へ発展してきたことなどが示唆された(図1)。

 今後の熟議の実施に向けて、気候変動オントロジーの初期版を構築し、議論に関わる専門知に
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表 関与意向の類型化(出典: 小杉・馬場, 土木学会論文集G(環境), 2025)
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図1 松前町のステークホルダーの構
造関係(出典: 石井・龍田他,環境シ
ステム研究論文発表会講演集, 2025)

図2 知識グラフを用いた「ステークホルダー毎の意見内容」の可視
化の試行例(出典: 土井・古崎他, 土木学会論文集G(環境), 2025)

基づく因果構造を可視化した知
識グラフを生成するオンライン
熟議システムの試作版を開発し、
オンライン熟議システムも独自
のWeb掲示板システムをベース
として新規に開発した(図2)。

環境政策等への貢献（の見通し）
最終成果物の1つである合意形成ガイドブック(効果的な手法の取組事例集など)や熟議システムは、
行政推薦課室担当者や自治体の行政ニーズを反映しようとしており、何らかの形で環境政策の中で
活用されれば、本研究の重要な貢献となり得る。研究メンバーは、各地で環境審議会、環境影響評
価関連の各種審議会や委員会、またIEA Wind Task 62の一員でもあり、本研究成果を国際社会の基
準・ルール等、国、地方の環境政策にて何らかの形で反映させる可能性を持っている。
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